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臨床研修医の募集定員について

○ 臨床研修の必修化後、研修医の募集定員が研修希望者の1.3倍を超える規模まで拡大し、研修医が都市部に集中する傾向が続いた。
○ このため、平成22年度研修から各都道府県の募集定員上限を設定し、研修医の偏在是正を図っている。

研修医の募集定員数、研修希望者数、募集定員倍率（募集定員数÷研修希望者数）の推移

・研修医の募集定員は、全国の定数管理や地域別の偏在調整が行われず募集定員倍率（研修希望者数に対する募集定員数の比率）が1.3倍
を超える規模まで拡大

平成22年度～

平成16年度

・平成22年度から臨床研修を開始する研修医について、厚生労働省が各都道府県の募集定員上限を設定

平成27年度～ ・募集定員倍率を令和2年度に向けて約1.10倍まで縮小する
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臨床研修制度等に関する意見のとりまとめ（平成21年２月18日 臨床研修制度のあり方等に関する検討会）
（２）募集定員や受入病院のあり方の見直し 
○研修希望者に見合った募集定員の総枠を設定するとともに、研修医の地域的な適正配置を誘導するため、人口分布

を始め医師養成規模・地理的条件等を考慮した都道府県別の募集定員の上限を設定する。 

令和３年度～ ・募集定員倍率を令和７年度に約1.05倍まで縮小する

・令和３年度から臨床研修を開始する研修医について、各都道府県が、厚生労働省が設定した各都道府県の募集定員上限の範囲内で、当
該都道府県内の病院の募集定員を設定

1.24倍
1.31倍
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研修医の採用人数の割合の推移〈６都府県とその他の道県〉

大都市部のある６都府県（東京・神奈川・愛知・京都・大阪・福岡）の採用人数の割合は、臨床研修の必修化前の51.3％（平成15年度）から40.2％（令和６年度）まで減
少している
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募集定員上限に占める採用数の割合の推移（大都市部のある６都府県とその他の道県）
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総募集定員上限の圧縮により、募集定員上限数は、令和元年度から約１割減少。

これに伴い、募集定員上限に占める採用数の割合は増加。特に大都市部のある６都府県の総数は、近年募集定員上限と採用数がほぼ同数。
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募集定員上限および採用数の推移〈大都市部のある６都府県以外の県〉

採用率が全国平均以上の県は、大都市部のある都府県に近接する県が多い。また、全国平均以上と全国平均以下の県では採用数の増加傾向に違いが見られる。
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大都市部のある６都府県以外の県のうち、令和６年度の採用率が全国平均以上の県
の推移
（埼玉県、千葉県、静岡県、三重県、滋賀県、兵庫県、奈良県、和歌山県、岡山県、沖縄県）

大都市部のある６都府県以外の県のうち、令和６年度の採用率が全国平均以下の県
の推移
（北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、富山県、石川県、福井県、
山梨県、長野県、岐阜県、鳥取県、島根県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、佐賀県、長崎県、熊本県、
大分県、宮崎県、鹿児島県）
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令和８年度の研修希望者数の推計結果
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令和８年度の研修希望者数（推計）（10,288人）（対前年度▲252人）

＝ ①令和７年度実施のマッチングに参加する者の人数 （10,087人）（対前年度▲245人）

 ＋②令和７年度時点の自治医科大学及び防衛医科大学校の６年生の人数     （201人）（対前年度▲7人）

①令和７年度実施のマッチングに参加する者の人数    （10,087人）（対前年度▲245人）
＝    Ⓐ令和７年度時点の６年生のうちマッチングに参加する者の人数   （9,073人）（対前年度▲241人）

 ＋Ⓑ令和６年度の医師国家試験不合格者数                    （821人）（対前年度▲39人）
 ＋Ⓒ国外の医学部の卒業者・卒業予定者数                                   （193人）（対前年度+35人）

Ⓐ令和５年度時点の４年生の人数から推計
 

 Ⓑ令和６年度時点の６年生の人数（推計）から推計

Ⓒ直近３回のマッチングに参加した国外の医学部の卒業者・卒業予定者数の平均で代替

②令和７年度時点の自治医科大学及び防衛医科大学校の６年生の人数（201人）（対前年度▲7人）
   令和６年度時点の５年生の人数で代替



令和８年度の各都道府県の募集定員上限の算出方法（案）

■各都道府県の募集定員上限

④激変緩和措置(直近の採用人数保障)

研修希望者数（推計）（10,288人）✕ 1.05 ※１ 

■全国の募集定員上限（１０,８０３人）

Ⓐ 人口

全国の研修医総数（9,156人※2） ×

全国の研修医総数（9,156人）×

都道府県の人口

全国の総人口

Ⓑ 医学部入学定員

医学部の入学定員

全国の医学部入学定員

全国の研修医総数（9,156人）×

* Ⓑ(入学定員)を用いる場合、Ⓐ(人口)の1.2倍を限度

①基本となる数

ⒶとⒷの多い方*

ⒶとⒷの多い方*の全都道府県
合計

③地理的条件等による加算

地域枠入学者数 ×1.05※１

②地域枠による加算

＋

＋

(1)100㎢当たり医師数※3

(2)離島の人口※４

(3)医師少数区域の人口※５

(4)都道府県間の医師偏在状況※６

※３ 100㎢当たりの医師数が、全国平均よりも少ない都道府
県は①×0.07、30未満の都道府県は①×0.1を加算

※４ ①×  離島人口×３/当該都道府県の人口  を加算
※５ ③(2)までを配分した後の未配分の数×「当該都道府県の

医師少数区域の人口/全国の総人口」を加算
※６ ③(3)までを配分した後の未配分の数を、都道府県間の医

師偏在状況（医師偏在指数）に応じて按分した数を加算

・①～③の合計（「仮上限」）が、直近（令和６年度）の採用人数よりも少ない都道府県は、令和６年度の採用人数と「令和７年度の
募集定員上限×0.99」のうち少ない方の人数を当該都道府県の募集定員上限とする

・上記により追加する定員は、他の都道府県の「仮上限」から
に応じて定員を削減して捻出
ただし、「令和７年度の募集定員上限を全て病院に配分した都道府県」は、「仮上限」からの定員削減の対象外とする

各都道府県の（「仮上限」 － 令和６年度採用数）

各都道府県の（「仮上限」 －令和６年度採用数）の合計

※2 研修医総数（推
計）は、研修希
望者数（推計）
に、過去３年間
の研修希望者数
に対する採用人
数の割合を乗じ
た数

9

※1 令和８年度は1.05で据え置き

＋

＋⑤募集定員上限の減少率が、直近の全国の募集定員上限の減少率を上回る場合の加算※上記10,803人に別途加算するもの

・ ①～④の結果、令和７年度の募集定員上限からの減少率が3.4％（直近の全国の募集定員上限の減少率）を上回る都道府県（令和７
年度の募集定員上限を全て病院に配分している都道府県に限る）に対して、令和７年度の募集定員上限からの減少率が3.4％となるま
で加算

（注）令和７年度から
は、各病院の募集定員
を２人以上とするため
の加算は、当該都道府
県の募集定員上限の範
囲内で行うこととして
いる。
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参考資料１

令和８年度から各臨床研修病院において臨床研修を

開始する研修医の募集定員算定方法

徳島県保健福祉部医療政策課
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徳島県内各臨床研修病院ごとの募集定員算定方法は、国において採用していた算定方

法（「医師法第１６条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」（平

成15年6月12日付け医政発第0612004号（令和６年２月８日一部改正））を参酌の上、定

めることとする。

○ 算定方法

募集定員の上限（Ａ）内において、直近の過去３年間の最大値（Ｂ）により算出さ

れる定員の基礎数（Ｃ）又は病院が希望する募集定員（Ｄ）のいずれか少ない方（Ｅ）

に調整を加えて、地域医療総合対策協議会の意見を踏まえ、定員（Ｆ）を設定する。

○ 算定の基礎となる要件

Ａ 募集定員の上限

・国が上限を設定する（合計のみ）。

・内数の医師少数区域加算については、医師少数区域にある基幹型臨床研修病院

に加える（⑧）。

Ｂ 直近の過去３年間の最大値

・③と④と⑤（令和４年度、令和５年度、令和６年度の受入実績）の最大値とす

る。

Ｃ 定員の基礎数（Ｃの合計＞Ａの合計（内数を除く）になる場合、Ｃ’）

・Ｃ＝Ｂ＋⑥（派遣加算）とする（ただし、小児科・産科プログラムはＣ＝⑦）。

・各病院の合計が内数を除いたＡの合計を上回る時、小児科・産科プログラムを

除き、次の式を用いて、各病院の人数を調整する（小児科・産科プログラムは

Ｃ’＝⑦）。

Ｃ’＝Ｃ＊（Ａの合計－⑦の合計）／（Ｃの合計－⑦の合計）

（小数点第１位切り捨て（切り捨て後の数字が０になる場合は１とする。））

Ｄ 病院が希望する募集定員

・各病院が希望する人数とする。

Ｅ 定員

・Ｃ（Ｃ’）とＤのうち少ない方とする。

Ｆ 令和８年度から研修を開始する研修医の募集定員（案）

・Ｅに⑧、⑨、⑩（各調整）を加えた人数とする。
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○ 加減算調整要件

①「医師少数区域」

・厚生労働省が公表する医師偏在指標における医師少数区域に所在する場合、「○」

としている。

②「医師不足地域」

・人口１０万人対医師数が全国値を下回る二次医療圏に所在する場合、「○」とし

ている。

③「Ｒ４研修医受入実績」

④「Ｒ５研修医受入実績」

⑤「Ｒ６研修医受入実績」

⑥「医師派遣加算」

・研修医の募集を行う年度の前々年度末の時点において医師派遣等が行われている

常勤の医師数が20人以上の場合を１とし、５人増える毎に１を加え、80人以上の

場合を13とする。

⑦「小児科・産科プログラム加算」

・Ｆまで計算した値が２０以上の場合（１６以上の場合は、加算を希望した場合）

に、４を計上する。

⑧「医師少数区域加算」

・徳島県に配分された医師少数区域加算配分を加算する。（R８年度は加算０）

⑨「最少人数調整」

・１病院当たりの定員が１となった場合、全体の定員が A を超えない範囲で募集定

員を２にするための調整として、１を加算する。

⑩「都道府県調整」

・各病院のＤを上限とし、次のとおり、加減算することができる。

・「Ｅの値が０であっても、基幹型病院の指定基準を満たし、協力型病院として２

年相当の研修実績がある病院（②に該当する場合に限る。）は、２を計上する。

・自治医科大学の卒業生（Ｒ８卒業予定者に限る）を受け入れる病院については、

ＤとＥの差を上限とし、その人数を加算する。

・この算定方法に記載のないことについては、施行通知を準用し、また、各病院の

研修医の受入実績、地域の実情等を勘案し、適宜人数を計上することができる。
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